
○芦屋市長期優良住宅建築等計画等の認定等に関する事務処理要領 

令和５年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この要領は、芦屋市長期優良住宅建築等計画等の認定等に関する要綱（以下

「要綱」という。）第５条に基づき、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平

成２０年法律第８７号。以下「法」という。）第５条の規定により市長が行う建築

及び維持保全に関する計画（以下「長期優良住宅建築等計画」という。）及び維持

保全に関する計画（以下「長期優良住宅維持保全計画」という。）の認定等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（認定申請等に必要な図書） 

第２条 要綱第３条第１項第７号により市長が必要と認める図書は次のとおりとする。 

(1) 長期優良住宅建築等計画等（変更）認定申請 添付図書一覧表（様式１） 

(2) 認定基準チェックシート（様式２） 

(3) 維持保全計画書（参考様式１） 

（法第５条第１項から第５項に基づく認定申請の時期） 

第３条 法第５条第１項から第５項まで（法第８条第２項において準用する場合を含

む。以下同じ。）の規定による長期優良住宅建築等計画の認定申請は、当該長期優

良住宅建築等計画にかかる住宅の建築等の着工前に行わなければならない。 

（法第５条第１項から第７項に基づく認定申請に係る図書の提出） 

第４条 長期優良住宅建築等計画及び長期優良住宅維持保全計画（以下「長期優良住

宅建築等計画等」という。）の認定申請をしようとする者は、申請書の正本及び副

本（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「住宅

品確法」という。）第６条の２第３項に規定する確認書若しくは同条第４項に規定

する住宅性能評価書又はこれらの写し（以下「確認書等」という。）が添付されて

いない長期優良住宅建築等計画等に係る申請にあっては副本２部）に、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律施行規則（平成２１年国土交通省令第３号。以下「省

令」という。）第２条第１項（法第８条第２項において準用する場合にあっては省

令第８条）に定める図書を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 法第６条第２項（法第８条第２項の規定により準用する場合を含む。以下同じ。）



の規定による申出をしようとする者は、前項に定める図書のほか、建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項（同法第８７条の４及び同法第８８条にお

いて準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する確認の申請書及び同法第１８条

第４項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどう

かの建築主事の審査を要するものである場合（同項ただし書と同様の審査が行われ

る場合を除く。）にあっては、要綱第３条第５号に定める通知書又はその写し（以

下「確認の申請書等」という。）の正本及び副本２部を併せて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（登録住宅性能評価機関への審査依頼） 

第５条 市長は、法第５条第１項から第７項まで（法第８条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による長期優良住宅建築等計画等の認定申請において確認書

等が添付されていない場合にあっては、法第６条第１項第１号の基準に係る審査を

住宅品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関（以下「登録住宅性能評

価機関」という。）に依頼することができる。 

（建築基準関係規定に係る計画の通知） 

第６条 市長は、法第６条第３項（法第８条第２項において準用する場合を含む。以

下同じ。）の規定により、長期優良住宅建築等計画の通知を行う場合は、通知書（様

式３）に確認の申請書等を添えて行うものとする。 

２ 建築主事は、法第６条第４項（法第８条第２項において準用する場合を含む。以

下この条において同じ）の規定により準用する建築基準法第１８条第３項により建

築基準関係規定に適合することを認めたときは、市長に対して確認済証（様式３の

２）を交付するものとする。 

３ 建築主事は、法第６条第４項の規定により準用する建築基準法第１８条第１４項

により建築基準関係規定に適合しないことを認めたときは、市長に対して通知書（様

式３の３）を交付するものとする。 

４ 建築主事は、法第６条第４項の規定により準用する建築基準法第１８条第１４項

により建築基準関係規定に適合するかどうかを決定できない正当な理由があるとき

は、市長に対して通知書（様式３の４）を交付するものとする。 

（申請書の追加説明等） 



第７条 市長は、省令、要綱及び本要領等に基づき提出される図書によって、長期優

良住宅建築等計画等が法第６条第１項に規定する認定基準（以下「認定基準」とい

う。）に適合していることを判断できない場合にあっては、申請者に追加の説明等

を求めることができる。 

２ 市長は、確認書等の内容に疑義がある場合は、登録住宅性能評価機関に説明等を

求めることができる。 

３ 法第６条第３項の規定により建築主事に長期優良住宅建築等計画を通知した場合

においては、建築主事が申請者に追加の説明等を求めることができる。 

（認定しない旨の通知） 

第８条 市長は、法第５条第１項から第７項まで又は法第８条第1項の規定による認定

の申請に対し、認定をしない場合は、認定しない旨の通知書（様式４）により申請

者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 申請者は、認定又は承認を受ける前にその申請を取り下げようとするときは、

取り下げる旨の届出書（様式５）の正本及び副本を市長に提出しなければならない。 

（建築等の取りやめ） 

第１０条 法第１１条に規定する認定計画実施者（以下「認定計画実施者」をいう。）

は、法第６条第１項の認定（法第８条第１項の変更の認定を含む。）を受けた長期

優良住宅建築等計画（変更があったときは、その変更後のもの。以下「認定長期優

良住宅建築等計画」という。）に基づく住宅の建築若しくは維持保全又は法第６条

第１項の認定（法第８条第１項の変更の認定を含む。）を受けた長期優良住宅維持

保全計画に基づく住宅の維持保全を取りやめようとするときは、取りやめる旨の届

出書（様式６）の正本及び副本に認定通知書を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

（譲受人の決定等に伴う計画の変更認定の通知） 

第１１条 市長は、法第９条第１項の規定による譲受人の決定に伴う認定長期優良住

宅建築等計画の変更を認定した場合は、変更認定通知書（様式７）により申請者に

通知するものとする。 

２ 市長は、法第９条第３項の規定による区分所有住宅の管理者等の選任に伴う認定



長期優良住宅建築等計画の変更を認定した場合は、変更認定通知書（様式７の２）

により申請者に通知するものとする。 

（譲受人の決定等に伴う計画の変更を認定しない旨の通知） 

第１２条 市長は、法第９条第１項の規定による譲受人を決定した場合における認定

長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請に対し、認定をしない場合は、認定し

ない旨の通知書（様式８）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、法第９条第３項の規定による区分所有住宅の管理者等を決定した場合に

おける認定長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請に対し、認定をしない場合

は、認定しない旨の通知書（様式８の２）により申請者に通知するものとする。 

（報告の徴収） 

第１３条 認定計画実施者は、認定を受けた住宅の建築工事が完了したとき、建築士

により認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完了したことの確認を受

けた場合は、工事完了報告書（様式９）の正本及び副本に、工事監理報告書（参考

様式２）又は住宅品確法第６条第３項に規定する建設住宅性能評価書の写しを添え

て、建築士以外の者により認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完了

したことの確認を受けた場合は、工事完了報告書（様式１０）の正本及び副本に、

工事監理報告書（参考様式３）又は住宅品確法第６条第３項に規定する建設住宅性

能評価書の写しを添えて、速やかに市長に提出しなければならない。 

２ 認定計画実施者は、法第１２条の規定により市長から報告を求められた場合は、

認定長期優良住宅状況報告書（様式１１）の正本及び副本を市長に提出しなければ

ならない。 

３ 認定計画実施者は、省令第７条の規定による軽微な変更を行ったとき（市長が必

要と認めるときに限る）は、軽微な変更報告書（様式１１の２）の正本及び副本に、

変更に係る図書を添えて、市長に提出しなければならない。 

（承認しない旨の通知） 

第１４条 市長は、法第１０条の規定による地位の承継の申請に対し、その承認をし

ない場合は、承認しない旨の通知書（様式１２）により申請者に通知するものとす

る。 

（改善命令） 



第１５条 市長は、法第１３条第１項から第３項の規定による改善に必要な措置を命

ずるときは、改善命令書（様式１３）により認定計画実施者に通知するものとする。 

（調査の協力） 

第１６条 市長は、申請者及び認定計画実施者に長期優良住宅建築等計画等の認定等

に係る調査等について、協力を要請することができる。 

（認定の取消し） 

第１７条 法第６条第１項の認定（法第８条第１項の変更の認定を含む。）を取り消

す場合において、法第１４条第１項第１号又は第３号に該当することその他の事由

により認定を取り消すときは、認定取消通知書（様式１４）により、法第１４条第

１項第２号に該当することにより認定を取り消すときは、認定取消通知書（様式１

５）により認定計画実施者に通知するものとする。 

（認定等の証明） 

第１８条 法に基づく認定等の証明を求める者は、記載事項証明願（様式１６）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の証明願が提出されたときは、証明を求められた内容が台帳の記載

事項と相違ないことを確認した上で、証明するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年２月２０日から施行する。 

（経過措置） 

住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関

する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第２条第２項の規定

によりなお従前の例によることとされる長期優良住宅建築等計画については、この要

領を適用しない。 

（施行期日） 

この要領は、令和４年１０月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 



様式１

変更

確認書または住宅
性能評価書あり

その他 既認定あり

設計内容説明書 2部

付近見取図 2部

配置図 2部

仕様書（仕上げ表） 2部

各階平面図 2部

床面積求積図 2部

立面図（２面以上） 2部

断面図又は矩計図 2部

基礎伏図 2部

各階床伏図 2部

小屋伏図 2部

各部詳細図 2部

各種計算書 2部

用途別床面積表 2部

機器表 2部

状況調査書（既存住宅において増築・改築を行う場合及び工
事を伴わず既存住宅の認定を行う場合）

2部

工事履歴書（工事を伴わず既存住宅の認定を行う場合） 2部

添付図書一覧表 1部

認定基準チェックシート 1部

維持保全計画書 2部

登録住宅性能評価機関が交付した確認書または住宅性能評
価書

正(写し)・
副(原本)

登録住宅型式性能認定等機関が交付した住宅型式認定書等 2部

申請にかかる建築物の一部が既に認定を受けている場合の認
定通知書（写）

2部

建築基準法第６条第１項の規定による確認の申請書 2部

2部

1部委任状

芦屋市が必要と認める図書

規則第２条関係

R04.10.1版

建築基準法関係規定に係る審査を申し出る場合

その他の図書　（図書名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

長期優良住宅建築等計画等（変更）認定申請　添付図書一覧表

申請に必要な図書 部数

添付図書チェック欄

認定



様式２

＊該当するものにチェックを入れてください。

R05.4.1版

項目 チェック欄 注意事項
※審査者
  ﾁｪｯｸ欄

第１号 構造 　　長期使用構造等である

　　戸建住宅　75㎡以上
　　上記以外　40㎡/戸以上
　　　　（共用部分を除く）

・バルコニーや車庫等を除く床面積
とすること。

    少なくとも一の階　40㎡以上

・階段部分の面積を除く。
　ただし、階段下収納等居住スペー
スとして使用している場合は、除外
不要。

　　下記の区域外

　　促進区域内
　　都市計画施設の区域内※１
　　市街地開発事業の区域内
　　市街地開発事業等予定区域内
　　改良区域内

・申請住宅を左記の区域内に建築し
ようとする場合、認定不可。
（ただし書に該当する場合はこの限
りでない※２）

　　下記の区域外

　　土砂災害特別警戒区域内

・申請住宅を左記の区域内に建築し
ようとする場合、認定不可。
（ただし書に該当する場合はこの限
りでない※２）

　　災害危険区域

・許可通知書の写しを添付するこ
と。
（ただし書に該当する場合はこの限
りでない※２）

第５号
維持保全
期間

　　維持保全期間が30年以上

（注意）

※１

※２ 要綱第２条第１項又は第２項のただし書（裏面参照）に該当することが明らかであることがわかる
書類を添付すること。なお、事業完了している場合は不要とする。

敷地の一部に都市計画施設が含まれる計画で、建築をしようとする住宅が都市計画施設に含まれな
い場合は除く。

認定基準チェックシート

第３号 居住環境

災害配慮第４号

第２号 面積



＜芦屋市長期優良住宅建築等計画の認定等に関する要綱＞

（認定基準）
第２条　法第６条第１項第３号に規定する良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮された
　ものであることについての基準は、次の各号に掲げるものとする。ただし、計画の申請に係る住宅が次の各号に掲げる
　区域の設定の目的を達成するものであること等により、長期にわたる立地が想定されることが判明している場合には、
　この限りでない。
 (1)　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第４項に規定する促進区域の区域外であること。
 (2)　都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域の区域外であること。
 (3)　都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業の区域の区域外であること。
 (4)　都市計画法第４条第８項に規定する市街地開発事業等予定区域の区域外であること。
 (5)　住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第８条第１項の告示があった日後における同法第２条第３項に規定す
    る改良地区の区域外であること。
２　法第６条第１項第４号に規定する自然災害による被害の発生の防止又は軽減に配慮されたものであることについての
  基準は、次の各号に掲げるものとする。ただし、宅地の安全化を図る開発行為等により、次の各号に掲げる区域の指定
  が解除されることが決定している場合又は短期間のうちに解除されることが確実と見込まれる場合はこの限りでない。
 (1)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規
    定する土砂災害特別警戒区域の区域外であること。
 (2)　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項に規定する災害危険区域の区域外であること。



様式３ 

  第       号  

    年  月  日  

建築主事        様 

                            芦屋市長           印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画について（通知） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（以下「長期優良住宅法」という。）第６条第２項に基

づき、長期優良住宅建築等計画の認定申請に併せて、別添のとおり、建築基準法第６条第１項の規

定による確認の申請書等の提出がありましたので、長期優良住宅法第６条第３項及び芦屋市長期優

良住宅建築等計画の認定等に関する事務処理要領第６条第１項に基づき、通知します。 



様式３の２ 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第４項の規定により準用する 

建築基準法第18条第３項の規定による確認済証 

     第            号   

     年  月  日   

  芦屋市長              様 

建築主事             印    

下記による確認申請書に記載の計画は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第４項の規定によ

り準用する建築基準法第18条第３項（同法第６条の４第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１

項）の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 

記 

１ 通知年月日               年  月  日付け  第    号

２ 建築場所、設置場所、築造場所 

【地名地番】                                                          

３ 建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

【１ 主要用途】                                                        

【２ 工事種別】        □新築□増築□改築□移転□用途変更□大規模の修繕□大規模の模様替 

【３ 延べ面積】        申 請 部 分：                  ㎡ 

                  申 請 以 外 の部 分：              ㎡ 

                  合 計：              ㎡ 

【４ 申請棟数】                  棟 

【５ 主たる建築物の構造】                                                     

【６ 主たる建築物の階数】 

               地階を除く階数(地上階数)              階 

               地階の階数                       階 

【７ 天空率の適用】          □ 有  □ 無 

                       □ 道路高さ制限 □ 隣地高さ制限 □ 北側高さ制限 

４ 構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号 

５ 構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付年月日 

６ 構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付者 

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。 



様式３の３ 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第４項の規定により準用する 

建築基準法第18条第14項の規定による適合しない旨の通知書 

第            号   

     年  月  日   

 芦屋市長              様 

建築主事              印       

別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律第６条第４項の規定により準用する建築基準法第18条第３項（同法第６条の４第１項の規定により読み

替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合しないことを認めましたので、通知します。 

（理由） 



様式３の４ 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第４項の規定により準用する 

建築基準法第18条第14項の規定による適合するかどうかを決定することがで 

きない旨の通知書 
第        号  

     年  月  日  

芦屋市長               様 

建築主事              印      

下記の計画は、下記の理由により建築基準法第６条第１項（同法第６条の４第１項の規定により読み替えて適

用される同法第６条第１項）の建築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができないので、長期優良

住宅の普及の促進に関する法律第６条第４項の規定により準用する建築基準法第 18 条第 14 項の規定により

通知します。 

記 

１ 通知年月日      年  月  日付け  第    号

２ 建築場所、設置場所又は築造場所 

（理由） 

（備考） 



様式４ 

認定しない旨の通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

  第         号  

    年  月  日  

 様 

芦屋市長            印    

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条（第８条第２項の規定により準用される同法第５条） 

第  項 の規定により申請のあった下記の長期優良住宅建築等計画等について、下記の理由により認定を

しないことを通知します。 

なお、この処分について不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、芦屋

市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者 芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定申請受付番号 

    第         号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定申請受付年月日 

         年   月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 理由



様式５ 

認定  

の申請を取り下げる旨の届出書 

承認 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

    年  月  日  

芦屋市長         様 

                     届出者 住 所            

                         氏 名            

次の認定（承認）の申請を取り下げたいので、芦屋市長期優良住宅建築等計画等の認定等に関する事務処

理要領第９条の規定に基づき届け出ます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定等申請受付番号 

    第         号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定等申請受付年月日 

         年   月   日 

３ 確認の特例の有無（法第６条第２項に基づく申出） 

       有   無 

４ 申請に係る住宅の位置 

５ 取り下げる理由 

（注意）１ この様式において、「既存」とは、本申請が、法第５条第６項又は第７項の規定による認定の申請に係

るものであることを指します。 

２ ※受付欄は記入しないでください。 

３ 届出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式６ 

   認定長期優良住宅建築等計画等に基づく住宅の建築又は維持保全を取りやめる旨の届出書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

年  月  日  

芦屋市長         様 

認定計画実施者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定計画実施者の氏名又は名称        

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第14条第１項第２号の規定に基づき、認定長期優良住宅建築等計

画等に基づく住宅の建築又は維持保全を取りやめたいので、申し出ます。 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

    第             号 

 ２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

          年   月   日 

 ３ 認定に係る住宅の位置 

 ４ 認定計画実施者の氏名 

 ５ 取りやめる理由 

（注意）１ この様式において、「既存」とは、本申請が、法第５条第６項又は第７項の規定による認定の申請に係

るものであることを指します。 

２ ※受付欄は記入しないでください。 

３ 届出者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

４ 届出時には、併せて「既認定（承認）通知書の原本」等を提出してください。

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式７ 

変  更  認  定  通  知  書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

第           号  

      年  月  日  

 （分譲事業者） 

                    様 

 （譲受人） 

                    様 

                             芦屋市長        印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第１項の規定による同法第８条第１項の規定に基づき申請

のあった長期優良住宅建築等計画の変更について、同法第８条第２項において準用する同法第６条第１項の

規定に基づき認定しましたので、同法第８条第２項において準用する同法第７条の規定に基づき通知します。 

１ 申請年月日 

２ 分譲事業者の住所又は主たる事業所の所在地、氏名又は名称及び代表者の氏名 

３ 譲受人の住所又は主たる事業所の所在地、氏名又は名称及び代表者の氏名 

４ 当該変更認定を受ける前の長期優良住宅建築等計画の認定番号 

５ 認定に係る住宅の位置 

６ 認定に係る住宅の構造 

７ 当初認定時の工事種別 



様式７の２ 

変  更  認  定  通  知  書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

第           号  

      年  月  日  

（区分所有住宅分譲事業者） 

                    様 

 （区分所有住宅の管理者等） 

                    様 

                             芦屋市長        印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第３項の規定による同法第８条第１項の規定に基づき申請

のあった長期優良住宅建築等計画の変更について、同法第８条第２項において準用する同法第６条第１項の

規定に基づき認定しましたので、同法第８条第２項において準用する同法第７条の規定に基づき通知します。 

１ 申請年月日 

２ 区分所有住宅分譲事業者の住所又は主たる事業所の所在地、氏名又は名称及び代表者の氏名 

３ 区分所有住宅の管理者等の住所又は主たる事業所の所在地、氏名又は名称及び代表者の氏名 

４ 当該変更認定を受ける前の長期優良住宅建築等計画の認定番号 

５ 認定に係る住宅の位置 

６ 認定に係る住宅の構造 

７ 当初認定時の工事種別 



様式８ 

認定しない旨の通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

第         号  

    年  月  日  

（分譲事業者）

                    様

（譲受人）

                    様

                            芦屋市長           印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第１項の規定により申請のあった下記の長期優良住宅建築

等計画について、下記の理由により、認定をしないことを通知します。 

なお、この処分について不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、芦屋

市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者 芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画の認定申請受付番号 

    第         号 

２ 長期優良住宅建築等計画の認定申請受付年月日 

         年   月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 理由 



様式８の２ 

認定しない旨の通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

第         号  

    年  月  日  

（区分所有住宅分譲事業者） 

                    様 

（区分所有住宅の管理者等） 

                    様

                            芦屋市長           印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第３項の規定により申請のあった下記の長期優良住宅建築

等計画について、下記の理由により、認定をしないことを通知します。 

なお、この処分について不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、芦屋

市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者 芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画の認定申請受付番号 

    第         号 

２ 長期優良住宅建築等計画の認定申請受付年月日 

         年   月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 理由 



様式９ 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完了した旨の報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

年  月  日  

芦屋市長         様 

報告者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

報告者の氏名又は名称               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完

了したので、同法第12条に基づく報告を行います。 

 １ 長期優良住宅建築等計画の認定番号 

    第             号 

 ２ 長期優良住宅建築等計画の認定年月日 

         年   月   日 

 ３ 認定に係る住宅の位置 

  （地名地番） 

  （住居表示） 

 ４ 認定計画実施者の氏名又は名称 

 ５ 認定長期優良住宅建築等計画に基づき、住宅の建築が完了したことを確認した建築士 

（ 級）建築士（  ）登録第        号 

住所 

氏名                   

（ 級）建築士事務所（  ）知事登録第         号 

名称 

所在地 

６ 認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の工事期間 

       年   月   日～    年   月   日

 ７ 法第５条第１項から第５項に基づく認定申請時における確認書等の添付の有無 （ 有 ・ 無 ） 

８ 工事中の軽微な変更 

(1) 長期使用構造等に係る軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 

確認した登録住宅性能評価機関名 確認年月日 確認を行った者の氏名 

第７欄が「無」の場合、軽微な変更の内容 

(2) 長期使用構造等以外の軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 

軽微な変更の内容 



（注意）１ ※受付欄は記入しないでください。 

２ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 報告時には、併せて「建設住宅性能評価書の写し」又は「工事監理報告書（参考様式２）」を提出して

ください。 

４ 軽微な変更がある場合は、「変更に係る図書」を提出してください。 

ただし、第７欄が「有」のとき、第８欄(1)に登録住宅性能評価機関名等を記載した場合は、当該長 

期使用構造等の「変更に係る図書」の提出が省略できます。 

５ 軽微変更該当証明書を添付する場合、第８欄(1)表中の記載及び当該長期使用構造等の「変更に係る図

書」の提出は不要です。 

６ 工事完了後、速やかに提出してください。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式10 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完了した旨の報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

年  月  日  

芦屋市長         様 

報告者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

報告者の氏名又は名称               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築が完

了したので、同法第12条に基づく報告を行います。 

 １ 長期優良住宅建築等計画の認定番号 

    第             号 

 ２ 長期優良住宅建築等計画の認定年月日 

          年   月   日 

 ３ 認定に係る住宅の位置 

  （地名地番） 

  （住居表示） 

 ４ 認定計画実施者の氏名又は名称 

 ５ 認定長期優良住宅建築等計画に基づき、住宅の建築が完了したことを確認した施工者 

 （     ）許可（  ―   ）第        号 

                      名称 

所在地 

主任技術者氏名 

 ６ 認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の工事期間 

       年   月   日～    年   月   日 

 ７ 法第５条第１項から第５項に基づく認定申請時における確認書等の添付の有無 （ 有 ・ 無 ） 

８ 工事中の軽微な変更 

(1) 長期使用構造等に係る軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 

確認した登録住宅性能評価機関名 確認年月日 確認を行った者の氏名 

第７欄が「無」の場合、軽微な変更の内容 

(2) 長期使用構造等以外の軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 

軽微な変更の内容 



（注意）１ ※受付欄は記入しないでください。 

２ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 報告時には、併せて「建設住宅性能評価書の写し」又は「工事監理報告書（参考様式３）」を提出して

ください。 

４ 軽微な変更がある場合は、「変更に係る図書」を提出してください。 

ただし、第７欄が「有」のとき、第８欄(1)に登録住宅性能評価機関名等を記載した場合は、当該長 

期使用構造等の「変更に係る図書」の提出が省略できます。 

５ 軽微変更該当証明書を添付する場合、第８欄(1)表中の記載及び当該長期使用構造等の「変更に係る図

書」の提出は不要です。 

６ 工事完了後、速やかに提出してください。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



（注意）１ ※受付欄は記入しないでください。 

２ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 報告時には、併せて「建設住宅性能評価書の写し」又は「工事監理報告書（参考様式３）」を提出して

ください。 

４ 軽微な変更がある場合は、「変更に係る図書」を提出してください。 

ただし、第７欄が「有」のとき、第８欄(1)に登録住宅性能評価機関名等を記載した場合は、当該長 

期使用構造等の「変更に係る図書」の提出が省略できます。 

５ 軽微変更該当証明書を添付する場合、第８欄(1)表中の記載及び当該長期使用構造等の「変更に係る図

書」の提出は不要です。 

６ 工事完了後、速やかに提出してください。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式11 

認定長期優良住宅状況報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

      年  月  日  

芦屋市長         様 

                     報告者 住 所 

                         氏 名            

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第12条の規定により報告の求めのあった認定長期優良住宅建築等

計画等に基づく次の住宅の建築又は維持保全の状況について、次のとおり報告します。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

第        号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

     年    月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 認定計画実施者の氏名 

５ 建築又は維持保全の内容 

（注意）１ この様式において、「既存」とは、本申請が、法第５条第６項又は第７項の規定による認定の申請に係

るものであることを指します。 

２ ※受付欄は記入しないでください。 

３ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式11の２ 

認定長期優良住宅軽微な変更報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

      年  月  日  

芦屋市長         様 

                     報告者 住 所 

                         氏 名            

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第７条に規定する軽微な変更を行ったので、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律第12条に基づく報告を行います。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

第        号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

     年    月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 認定計画実施者の氏名 

５ 法第５条第１項から第５項に基づく認定申請時における確認書等の添付の有無 （ 有 ・ 無 ） 

６ 軽微な変更の内容 

(1) 長期使用構造等に係る軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 

確認した登録住宅性能評価機関名 確認年月日 確認を行った者の氏名 

第５欄が「無」の場合、軽微な変更の内容 

(2) 長期使用構造等以外の軽微な変更 （ 有 ・ 無 ） 

（「有」の場合） 
軽微な変更の内容 



（注意）１ この様式において、「既存」とは、本申請が、法第５条第６項又は第７項の規定による認定の申請に係

るものであることを指します。 

２ ※受付欄は記入しないでください。 

３ 報告者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

４ 報告時には、併せて「変更に係る図書」等を提出してください。

ただし、第５欄が「有」のとき、第６欄(1)に登録住宅性能評価機関名等を記載した場合は、当該長期

使用構造等の「変更に係る図書」の提出が省略できます。 

５ 軽微変更該当証明書を添付する場合、第６欄(1)表中の記載及び当該長期使用構造等の「変更に係る図

書」の提出は不要です。 

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 



様式12 

承認しない旨の通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

第         号  

    年  月  日  

 様 

                            芦屋市長           印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第14条の規定により提出のあった下記の長期優良住宅建

築等計画等について、下記の理由により、承認をしないことを通知します。 

なお、この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に芦屋市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者 芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の承認申請受付番号 

    第         号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の承認申請受付年月日 

         年   月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 理由 



様式13 

改善命令書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

第         号  

    年  月  日  

 様 

                            芦屋市長           印 

下記の認定長期優良住宅建築等計画等について、長期優良住宅の普及の促進に関する法律第 13 条第   

項 の規定により、下記のとおり改善に必要な措置を命じます。 

なお、この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に、芦屋市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者 芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

第        号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

     年    月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 認定計画実施者の氏名 

５ 命ずる措置 

６ 改善の期限 



様式14 

認定取消通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

第         号  

    年  月  日  

 様 

                            芦屋市長           印 

下記の認定長期優良住宅建築等計画等について、長期優良住宅の普及の促進に関する法律第14条第１項第 

号の規定によりその認定を取り消しましたので、これを通知します。これにより、認定通知書はその効力を

失います。 

なお、この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に、芦屋市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（適法な審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内）に、芦屋市（代表者芦

屋市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもできます。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

第        号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

     年    月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 認定計画実施者の氏名 

５ 理由 



様式15 

認定取消通知書 

（新 築 ／ 増 築・改 築 ／ 既 存） 

第         号  

    年  月  日  

 様 

                            芦屋市長           印 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第14条第１項第２号の規定に基づき申出のあった下記の認定長期

優良住宅建築等計画等について、その認定を取り消しましたので、同条第２項の規定に基づき、これを通知

します。これにより、認定通知書はその効力を失います。 

記 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定番号 

第        号 

２ 長期優良住宅建築等計画等の認定年月日 

     年    月   日 

３ 認定に係る住宅の位置 

４ 認定計画実施者の氏名 



様式16 

記 載 事 項 証 明 書 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第６条第１項に基づく認定通知等 

証

明

住

宅

の

概

要

認定計画実施者  

地 名 地 番  

工  事  種  別 新 築     /      増 築・改 築     /      既 存 

床 面積の合計  平方メートル 

建 て 方 一戸建ての住宅   /    共同住宅等 

構 造 造 一部          造 

備 考  

証

明

事

項

認 定 通 知  第          号     年   月   日 

変 更認定通知   第          号     年   月   日 

譲受人の決定等に伴う変
更認定通知  第          号     年   月   日 

地 位承継承認   第          号     年   月   日 

完 了 報 告       年   月   日 

確 認同時申請  有り    /    無し 

備 考 

 上記事項は台帳原本と相違ないことを証明する。 

     年    月    日      

芦屋市長        印   



参考様式１ 

認定計画実施者からの依頼を受け維持保全を行う事業者を記載してください。

なお、維持保全の期間のうち一部の期間のみ行う事業者はその期間を申請書第４面２に明記してください。

事業者の名称

事業者の住所 〒

事業者の電話番号

事業者のE-mail

維 持 保 全 計 画 書（  年間） 

点検部位 主な点検項目 点検の 

時期 

定期的な手入

れ等 

更新・取替の時期、

内容 

留意事項等 



参考様式２

工事監理報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

     年  月  日  

             様 

（ 級）建築士  （  ）登録第     号 

    住 所 

    氏 名              

（ 級）建築士事務所（ ）知事登録第   号 

    所在地 

    名 称 

認定長期優良住宅建築等計画に従って、下記のとおり建築が行われた旨を確認しましたので報告

します。この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

記 

１ 住宅の概要 

建築主氏名  

地名地番  

工事期間    年   月   日 ～      年   月   日 

２ 認定基準適合について 

基準項目 照合結果 備考 

構造躯体等の劣化対策 適合 ・ 不適合  

耐震性 適合 ・ 不適合  

維持管理・更新の容易性 適合 ・ 不適合

省エネルギー対策 適合 ・ 不適合

住宅の専用面積 適合 ・ 不適合

居住環境の維持及び向上

への配慮 
適合・不適合・該当なし

自然災害による被害の発生の

防止又は軽減への配慮 
適合 ・ 不適合

可変性 適合・不適合・該当なし 共同住宅及び長屋のみ 

高齢者等対策 適合・不適合・該当なし 共同住宅等の共用部分のみ



参考様式３

工事監理報告書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

       年  月  日   

             様 

（     ）許可（  ―   ）第       号  

名称 

所在地 

主任技術者氏名 

認定長期優良住宅建築等計画に従って、下記のとおり建築が行われた旨を確認しましたので報告

します。この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

記 

１ 住宅の概要 

建築主氏名  

地名地番  

工事期間    年   月   日 ～      年   月   日 

２ 認定基準適合について 

基準項目 照合結果 備考 

構造躯体等の劣化対策 適合 ・ 不適合  

耐震性 適合 ・ 不適合  

維持管理・更新の容易性 適合 ・ 不適合

省エネルギー対策 適合 ・ 不適合

住宅の専用面積 適合 ・ 不適合

居住環境の維持及び向上

への配慮 
適合・不適合・該当なし

自然災害による被害の発生の

防止又は軽減への配慮 
適合 ・ 不適合

可変性 適合・不適合・該当なし 共同住宅及び長屋のみ 

高齢者等対策 適合・不適合・該当なし 共同住宅等の共用部分のみ


